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1. リスクの多様化への対応について
（民間企業等による自主的な取組）

2. コンテンツ・リスクへの対応について
（アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるもの）
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関係省庁と連携しながら、スマホやゲーム機をはじめとする機器・OSの開発事業者、フィルタリングサービスの提供事業者、
その他関連する業界団体を対象に、合計9社に対しヒアリングを実施。 3 3
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• Microsoftアカウントを通じたペアレンタルコントロールによってPC（Windows OS）、 ゲーム機（Xbox）
におけるインターネット利用を横断的に保護する機能を提供。

▲利用状況のレポーティング画面（Microsoft HPより）

▲Minecraft Education サイバーセーフ
（Microsoft HPより）

取組事例① 機器・OS開発事業者（マイクロソフト）

WEB
フィルタリング

アプリ制限

その他機能

• Webと検索（Edge, Bing）におけるコンテンツフィルター機能
• 利用時間や閲覧内容を保護者が確認・制御可能

• アプリやPCゲームのレーティングに基づく利用制限機能
• アプリの利用時間の確認・制限、課金制限が利用可能

• XBOX：他ユーザーとのオンライン交流の制限・監視。
（例：オンラインマルチプレイの制限、チャット禁止など）

普及啓発の取組について

• 「Minecraft」（ゲーム）を活用した教育教材Minecraft Educationを公
開。プログラミング教育・情報教育・共同学習などの教材として学校等で活用
可能。教育版マインクラフト | 未来の学びコンソーシアムでは小学

校低学年から中学生まで。
• サイバーセーフシリーズでは、連絡先の身元確認、パスワードの保護、詐欺の
回避などを実際のゲーム内のシナリオを通じて学ぶことが可能。

保護機能（Microsoft Family Safety）について

https://www.mext.go.jp/miraino_manabi/content/376.html
https://www.mext.go.jp/miraino_manabi/content/376.html
https://www.mext.go.jp/miraino_manabi/content/376.html
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取組事例② 機器・OS開発事業者（任天堂）
• 「Nintendo Switch 2」「Nintendo Switch」にて、プレイ時間、ゲーム内のチャット・ビデオ通話等のコミュ
ニケーション機能まで、ゲームに特化して幅広く制御可能なペアレンタルコントロール機能を提供。

アプリ制限

その他機能 • 不適切なチャット等に関する通報を受けつけており、規約違
反が認められる場合には、アカウント凍結等の対応も実施

▲利用状況のレポーティング画面（任天堂 HPより）

• 青少年向けのゲームレーティング（CERO等）に基づき、遊
べるゲームを制限可能。

• ゲーム時間制限や課金制限が可能。
• フレンド機能の制限や、チャット・ビデオ通話の制限、画像交
換の制限などオンライン機能を制限可能。

• みまもりSWITCHを、任天堂の人気
キャラクターがわかりやすく紹介する
CMを公開

▲みまもりSWITCHのCM（任天堂HPより）

普及啓発の取組について

保護機能（NintendoみまもりSwitch）について
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取組事例③ フィルタリングサービスの開発事業者
（アルプス システム インテグレーション（ALSI)）

• 通信キャリアと連携した家庭向けのフィルタリングサービス提供に加え、学校・団体（GIGA端末等）向け
にも提供。運用実態に応じてカスタマイズ可能な、より高度な管理機能を提供。

アプリ制限

その他機能

WEB
フィルタリング

• 様々なブラウザからWEBフィルタリングに対応
• これまでのフィルタリングサービス開発で蓄積された豊富なデー
タベースあり。

• 管理者による利用アプリの管理（学習用途外のアプリ利用
防止、授業中など時間帯ごとの詳細制御）

• 特定ワードによる検索や書き込みの規制やアラート機能

• 管理者（学校等）による一括導入・一元管理が可能であ
り、校外学習や持ち帰り学習にも対応。

• アクセスログ等を、ダッシュボードで確認し、個別の状況に合
わせたきめ細かな対応が可能

保護機能（団体向けサービス）について



ヒアリング結果のまとめ
【フィルタリング容易化措置等の実施状況】
◦青少年インターネット環境整備法に基づき、フィルタリングやペアレンタルコントロールといった保護機能の開発・実装が着実
に進められていることを確認。

【青少年保護の機能や自主的な取組】
◦ コンテンツへのアクセス手段が多様化した現代においては、従来のウェブ上のフィルタリングサービスに加えて、アプリ利用
に関する制限機能など、保護機能を拡張・高度化させたＯＳによる「ペアレンタルコントロール機能」の開発実装が進
んでおり、その重要性も確実に増大していることを確認。

◦機器・ＯＳ事業者により、一般家庭向けの青少年保護機能に関する普及啓発活動、青少年のリテラシー向上に向け
た活動等が積極的に実施されていることを確認。

【事業者からのコメント（一部）】
◦ まずは家庭内で、既に使えるフィルタリングなどの機能活用から考えていくことが重要。そのための保護機能に関する啓
発活動には積極的に協力したい。

◦ こどもの発達や周辺状況に応じて、インターネット利用そのものを否定せず、あくまでリスクベースで対応することが重要

 引き続き、経産省としても、関係事業者が青少年インターネット環境整備法に基づき青少年保護のための適切な措置を
講じているかどうか実態把握に努めるとともに、フィルタリングやペアレンタルコントロール機能等の青少年保護機能の普及
啓発にも協力していきたい。 7
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1. リスクの多様化への対応について
（民間企業等による自主的な取組）

2. コンテンツ・リスクへの対応について
（アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるもの）



＜論点＞
１ アダルト広告の発信に関して、日本電子書店連合（ＪＥＢＡ）が、性的表現を含む広告の全年齢向けＷｅｂサイトへの出稿を停止する
等、業界における自主規制の動きも出ているところ、こうした取組を更に進めるため、例えば、主要な広告主であるゲーム業界等の主要
企業による現状認識と取組を確認した上で自主規制を要請する、何らかの対策を取っている企業にインセンティブを与える等、企業の自
主規制を促すような方策を講ずることについてどう考えるか。

（◎経済産業省、こども家庭庁）

R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

③コンテンツ・リスクへの対応について
（アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるもの）

・苦情件数の多い、業界団体に属さない広告主事業者
（主に海外ゲーム事業者の日本法人等）に対し、
ヒアリング等の情報収集

・JAROから令和7年度の苦情受付状況について
事業者・団体へ情報提供

・JARO令和8年度の苦情受付状況について
事業者・団体へ情報提供

・JARO令和7年度の苦情受
付状況暫定版公表
（1月～２月頃）

・JARO令和8年度の苦
情受付状況暫定版
（1月～２月頃）

・必要に応じて技術動向や他国事例等を参考に対応策を検討 ・検討に応じた措置を実施

・JARO令和6年度の苦情受付
状況に対するゲーム業界3団
体の共同声明（7月済）

・ゲーム業界等における広告自主規制ガイドライン等策定の
必要性やインセンティブ付与の方策について、業界団体と
意見交換を行いながら検討

・検討に応じた措置を実施 ・必要に応じて業界への周知・普及等

・インターネット広告関連業界（広告代理店等）における
対応状況や技術的な対策方法について、業界団体等と
意見交換

・必要に応じて技術動向や他国事例等を参考に対応策を検討 ・検討に応じた措置を実施

9
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経済産業省と業界団体との意見交換
 JARO、JIAA、JOGAの３団体と意見交換（令和7年10月～12月）

・公益社団法人 日本広告審査機構（ＪＡＲＯ）
・一般社団法人 日本インタラクティブ広告協会（ＪＩＡＡ）
・一般社団法人 日本オンラインゲーム協会（ＪＯＧＡ）

 上記の団体のうちJAROの対応の方向性としては、「個社に対する苦情の共有により自主的な取組を促す」、「広告主の
業界団体に対して自主規制の指針等を示すことを働きかける。」

 JOGAに対しては自主規制の指針の必要性について働きかけを行った（JAROと共同）

意見交換後の対応状況（令和8年2月4日公開）
JOGA「オンラインゲーム安心安全宣言」を不適切な広告の掲載に関する記載（１）d.を入れて一部改訂し、会員に周知

■利用者が健全に利用できる、安全な環境を提供します。

（１） 青少年が健全に利用できるように、以下のような対策を実施します。

a. 安全に利用するための利用方法を解説するページを設置するなどの対策をします。
b. ゲームの利用時間や利用方法等について、利用者自身の健康や生活等に支障をきたさないよう、あらかじめ保護者との
相談を推奨するなどの対策をします。
c. ゲーム内に、青少年に望ましくない表現を含む場合、その旨をあらかじめ表示します。
d.青少年の健全な育成を阻害するおそれのある不適切な広告の掲載が行われないよう、適切な管理・運用に努めます。
e. 不適切な投稿やコメントなどについて、対策、対応をします。
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個社のヒアリング結果
 JAROの苦情情報から推認された苦情件数上位企業4社にアプローチし、うち2社とオンラインでヒアリング（ほか１社

は代表者から電話、1社はメール回答あり）
 ウェブ広告出稿に関する方針（年齢によるターゲティングや子どもが見るサイトを配信先から外すようにしているか、

適切にアダルトカテゴリを付与しているか、広告表現の指針はあるか、など）や、広告主として性的表現等を含む広告
一般に対する最近の議論の受け止め（不快と感じられる広告への苦情を受けて対応をしているか、等）について、聞き
取りと意見聴取。

 個社の対応としては、昨年上半期にアダルト広告の問題が注目を浴び、JAROから苦情の情報提供等を受け、社内及び
運用会社に対し成人向け広告の配信先の見直し等を指示している。

出典： 2026年2月25日 JARO 性的な広告の苦情件数（2025年4月～12月速報値）
https://www.jaro.or.jp/news/m7ci620000000tsy-att/2025_4-12.pdf
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電子書籍等で「性的」指摘の苦情件数 オンラインゲームで「性的」指摘の苦情件数

 性的表現を含むウェブ広告が問題視され、
JAROに性的な広告の苦情通報ができることが
認知された令和7年6月・7月に苦情件数がピー
クとなり、その後は減少傾向。

 なお、昨年12月に苦情受付フォームを改修し途
中離脱率が改善したため、苦情件数が微増して
いる。
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